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1.は じ め に
近年 のIT,と りわけ情 報ネ ッ トワー クへの関心の高 ま りを背景 に して,eビ ジネスの ノウハ
ウをサプ ライチ ェー ン ・マネ ジメン ト(SupplyChainManagement;以下 「SCM」 と表す こ と
にす る)に 活か そ うとす る動 きが生 じてい る。 これは,BtoB(BusinesstoBusiness)中IL・の
従来型SCMか ら,BtoB&C(BusinesstoBusiness&Consumer)を対象 とした 「e-SCM」[1]
への流れ と して捉え ることができる。
e-SCMで は,ITの 活用 とそれによ る顧客(個 客)情 報 の共有化を通 して,市 場 の動 向 を これ
まで以上 にス トレー トに サ プライ チ ェー ン全 体 に反 映 させ て い くこ とをね らい と して いる。・
SCMに おいて.も,ITの 活用 による,情 報の共有化 は,不 確定性の高 い市場変化 にサプライチェー
ン全体が アジル(機 敏;迅 速+柔 軟)に 対応 してい くための重 要な要素 であ ったが,そ れ は基本
的 にBtoBの 範 囲内で発 生す る情報の共有化で あった。 これ に対 してe-SCMで は,eビ ジネ ス
にお けるイ ンターネ ッ トを中心 としたITの 活用 による,顧 客(個 客)と のイ ンタ ラクテ ィブ な
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関係の形成 を基 盤 として,サ プライチ ェー ンの中に顧客を取 り込 むと ころに特徴 があ る。 これに
よ り,BtoBの みな らずBtoCを 加 えたBtoB&Cに 対象領域 を拡 張 し,顧 客満足(Customer
Satisfaction,以 下 「CS」 と表 す ことにす る)と サプ ライチ ェー ン全体 の効率化 の 同時達成 をめ
ざ して いる。
一方,安 藤[2]はCSの 視 点 に基づ き,「 潜在的な組織参加 者」 の概念 を提示 して い る。 それ
は,企 業 に とってCSと 従業員満足 は企 業 の 「外」(た だ し,e-SCMで は サ プ ライチ ェー ンの
「内」 と して認識す る)と 「内」 とい う違 い こそあれ,両 者 を実現 するため のア プ ロー チは非常
に似通 っている とする ものであ る。 この よ うな安藤 の視 点は,潜 在的 な組織参加者 の概念 のみな
らず,CS重 視 の点 で,e-SCMに 通 じる ものである。 また,椙 山[3]も 「ユーザー ・イノベーシ ョ
ン」 に焦点 を当て,形 式 的には組織の外部 の顧客であ るはずのユ ーザ ーが,実 際にはメーカー側
の複 雑な イノベー ションの組織 的 プロセ スに参加 し,組 織の決定 に大 き く関与 しているよ うにみ
え ることを指摘 してい る。
本研究 では,こ れ らの研究をふ まえ,SCMか らe-SCMへ の流 れの 中で,サ プ ライチ ェー ン
の中に顧 客を取 り込む こ とによ り顧客 とのイ ンタラ クテ ィブな関係を形成 しCSを めざす姿勢は,
「潜在的組織参 加者」 としての顧 客満足(CS)と 従業 員満 足は似通 った もので ある とする安藤[2〕
の主 張 と整合 的であ るとい う新たな視点 を提示す る。 これ によ り,e-SCMに お け る顧 客 の位置
づ けを潜在的組織参加者 の側面 か ら議 論す ることを可能 にす ると同時 に,企 業(サ プライチ ェー
ンを構 成す る企業群)が めざすべき顧 客 との関係を理解 しやす くす ることがで きるのではないか
と思 われ る。 それは,顧 客 とのイ ンタラクテ ィブな関係の形成 によるCSの 実現 であ り,そ の た
めのITの 活用 とそれを基礎 と した サプライチ ェー ン全体での情報 の共有化 であ り,そ れ に よる
顧客 の リピーター化[2]で ある。
さ らに,こ の よ うな潜在的組織参加者 と してのCSの 考 え方 を基 礎 に して,新 た に 「e-SCM
におけ る顧客活性化 フ レーム ワー ク」 を提案す る。 これによ り,こ れ まで個別 に研究 が進 め られ
て きた,e-SCM[1],潜 在 的組織 参加者[2],ユ ーザ ー ・イノベ ション[3],CS[13],組 織活 性化
[27]の 問題 を,一 つの枠組 みの中で議 論す ることが可能 とな るもの と思われ る。'
2.サ プ ラ イチ ェー ン ・マネ ジ メ ン ト(SCM)の 概 要
リエ ンジニ ア リングに行 き詰 ま った 日本 の多 くの企業 は,上 記 の ように,SCMに 高 い関 心 を
寄せ てい る。SCMに よ り,多 くの企業が適切 な量 の商品 ・サー ビスを適切 な場 所 で タイ ム リー
に入 手 ・提供 しよ うと してい るのであ る。 このようにSCMが 注 目されてい る背景 には,バ ブル
崩壊 後の 日本経済 の構造 的不況,コ ラボ レーシ ョンやア ジリテ ィへの関心 の高 ま り,パ ー トナ リ
ングの必 要性の増大等 の要因 がある もの と考え られ る[4]。SCMは,こ れ まで部門 ごとの最適化,
企業 ごとの最適化 にとどまっていた情報,物 流,キ ャッシュに関わる業務の流れを,サ プライチェー
ン全体 の視点か ら見直 し,ITの 活用 によ る情 報の共有化 と全体最適 のた めの ビ ジネ ス ・プ ロセ
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スの改善 ・改革 を行 うことによ り,サ プ ライチ ェー ン全 体のキ ャ ッシュフローの効率 を向上 させ
よ うとす るマネ ジメ ン ト・コンセプ トであ る[5]。
上 記の ア ンダーライ ン部 のキー ワー ドを見 る と,リ エ ンジニア リングと共通 して いるこ とがわ
か る。す なわち,SCMはITを 活 用 した情報 の共有化 によ り業 務 プロセ スの改 善 ・改革 を行 う
点で リエ ンジニ ア リング と同様 の思想 を持 ってお り,そ の際の視 点が個別企業 にあ るかサ プライ
チ ェー ン全体 にあるかが異 な っている。 したが って,SCMの 考え方 に したがえ ば,.リ エ ンジニ
ア リングが めざす最適性 は 「部分最 適」(こ れ は,我 々のい う 「局 所最 適」[12]に 相 当す る)で
あ るの に対 して,SCMは 「全体最適」をめ ざす とい うことになる。 もちろん,リ エ ンジニ ア リ
ングに とっては それ が部分最適 を意味す る ものではな く,個 別企 業に とっての 「全体最適」を意
味す るが,サ プライチ ェー ン全体 に とっては部分最適 となるのであ る。
SCMは,サ プ ライチ ェー ン全体の最適性を追求す るため に,経 営意思決 定 の多 くの領 域 を巻
き込み なが ら進 め られる。 これに関 して,Lancioni,Smith&Oliva[7]はSCMの経営 意思 決
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をあげてい る。 これ よ り,SCMに おいて,全 体最 適の達成のため に考慮す べ き要 因が非 常 に多
く,複 雑 な問題 に対 して意思決定 を行 わなけれ ばな らないこ とがわか る。
そ こで,SCMで は意思決 定の際の問題 を簡素化 す るため に,制 約理論(TOC)に 基づ いた全
体最適 の追 求を重視 して いる。制約理論 とは,サ プライチ ェー ンを システム として捉えた上で,
「システムの 目的(ゴ ール)達 成 を阻害 する制約条件 を見つけ,そ れを活用 ・強 化す るため の経
営手法」 であ る[5]。 これによ り,市 場 の変化 への迅 速な対応,同 期化 した対応 を可 能 に'し,企
業競争力 を高め るので ある。
ここで,目 的達 成を阻害す る制約条件 は,多 くの場合 「ボ トル ・ネ ック」 を意 味す る。 サプ ラ
イチ ェー ン全体 のパ フォーマ ンスを決定づ ける要素 は,最 も条件 の良 い部 門(例 えば,最 も生産
能力 の高い工程)や サ プライ チェー ン全体 の平 均で はな く,ボ トル ・ネ ック(最 も条件 の悪い部
門;例 えば,最 も生産能力の低い工程)で ある。従来 は,各 工程 が別個 に生産性 を向上 させ るた
めの改善 を行 って きたが,ボ トル ・ネ ックをそ のままに して他 の工程 をい くら改善 して も仕掛 り
在庫 を増加 させ るだ けで,全 体の生産能力向上 には結 びつか ない。 それだけでな く,交 通 渋滞 と
同様 に,か え って仕 掛 り在庫がス ムーズな生産 の達成を妨害 して しま うこ と も多 い。 そ こで,
SCMで はサプライチ ェー ン全体 の 目的(ゴ ール)達 成 を阻害す る制約条件(ボ トル ・'ネック)
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を見つ け,そ の部分 に全体を合 わせる と同時に,そ の部分 を改善 してい くことによ り,す べ ての
部分 を同期化 させ なが ら全体最適 の達成 をめ ざすのであ る。
ここで注意 すべ きことは,SCMが 全体最適 をめ ざすた めに集権的 なコ ン トロールを強 化 して,
各工程 ・各部門 の主体的 な改善 を否定 しよ うとする ものではない とい うことで あ る。SCMに お
いて,全 体最 適 のための改善 の源泉 は人 間の知 的 ・創造 的活動 であ る。 そのた め,「 個 の 自律 性
の尊重」 を基本的 なス タ ンス としてい る。個 の 自律性 を尊重 しなが ら全体最 適をめ ざすためには,
サ プライチ ェー ン全体 に共有 され た 目的 ・価値に基 づ く的確 な水平 的 コーデ ィネ ーシ ョンが要求
され る。 それは,「 野放 し」 の個の 自律性の尊重で は局所最適(部 分最適)を もた らす可 能性 が
高 くな って しま うためで ある〔4]。
このよ うに,SCMで は,部 門,企 業の壁 を越えた調整(水 平 的 コーデ ィネー シ ョン)や 意 思
決定が必要 とな るため,サ プライチ ェー ン全体 の最適化 に関するマネ ジメ ン トを行 う 「SCMチ ー
ム」 を編成 す ることが多 い。 これ は,SCMに おいて プロジェク ト型の対応 を行 う ことを意 味す
る。 したが って,こ の プ ロジェク ト型 のチ ームがSCMの 企画 を行 うことにな るのであ るが,各
部門,各 企業 を コ ントロールす るわけではない ことは上記 の通 りであ る。業務 プロセ スにお ける
各部 門,各 企業 の自律的対応 はSCMに おいて も重要 であ り(個 の 自律性 の尊重),SCMチ ー ム
が行 うのは全体 最適のための仕組 み作 りであ る。
それ には,SCMチ ーム内お よびサ プライ チェー ン全体の両面での 「情報 の共 有 化」 が重要 で
あ る。 なぜな ら,集 権 的 コ ン トロール に基 づ く全体最適 の追求 であれば,各 部 門,各 企業はセ ン
ターが作 成 した計画通 りに実行 さえすれば良いのであ るが,個 の 自律性を尊重 したSCMで は,
情報の共有化 に よ り意 思決定 の基盤 をそろえ ることが必要 となるか らであ る[3]。
SCMチ ームにおいて も,サ プライチ ェー ン全体 において も,情 報の共有化 を進 めるためには,
部門間,企 業 間の空間的制約 の克服 が条件 とな る。 さらに,稼 働 日あ るいは稼 働時間帯が異 なる
場合 には,時 間的制約の克服 がこれに付加 され る。特 に,近 年,企 業 のグ ローバル戦略 に対す る
関心の高 ま りを背景に注 目され始 めてい る 「グ ローバルSCM」 で は,こ の 時 間的 ・空 間的制 約
の克服 が最重 要課題 とな る。 そこで,SCMで はIT,情 報ネ ッ トワークの活用 が重視 され る。 と
りわけ本 研究の テーマで あるe-SCMに おいては,顧 客(個 客)情 報 をサプ ライ チ ェー ン全体 に
反映 させ るため,ITの 果 たす役 割は大 きい。 これ に関 して,Lancioni,Smith&Oliva[7]は,
SCMに おけるイ ンターネ ッ トの役割の大 きさを指摘 して いる。 リエ ンジニ ア リング と同様 に,
イ ンターネ ッ トに代表 され る情報 ネ ッ トワー ク上 で共有 された情 報を基に意思 決定 を行 うわ けで
あ る。 そ して,エ ンパ ワーメ ン トによ る各 部門,各 企業 の 自律 的対応 をサ ポー トす ると同時 に,
その際 の部分最 適(局 所最適)を 防止 して全体最適 へ と導 くのであ る。 この ようなIT,情 報ネ ッ
トワー クの活用 によるメ ンバ ーの 自律的 ・能動的問題解 決 に関 して は,実 務 担 当者 がPC,WS
とLAN・ を活用 して,情 報 ネ ッ トワー ク上 に共 有化 された情報 を能動 的に処理 し,主 体 的 な問題
解決 を行 うことをめざ した 「職場 内 コンピューティング」(OJC;OntheJobComputing)の概
念[8]～[10]と も整合 的で ある。
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3.eビ ジネ ス とe-SCM
近年 の急速 なイ ンターネ ッ トの普及は,企 業 にと って顧客(個 客)と のイ ンタラクテ ィブな関
係 の形成 を可能 に した。 それ にと もない,従 来 のBtoB(BusinesstoBusiness)のみ な らず
BtoC(BusinesstoConsumer)にも焦点を当 てたeビ ジネス が注 目されて い る。 例え ば ベ ン
チ ャー ・キ ャピタルにおいて,1995年 にはe一 ビジネス関連 の投資額 はわず かで あ ったが,1997
年 には全体 の14%を 占め るようにな り[1],そ の後 も成長 を続 けて いる。
eビ ジネ スは,「 各種のス タ ンダー ドに基づ いて形成 されたパ ブ リック ・ネ ッ トワー クに おけ
る財,サ ー ビス,情 報 の売買 を,ITの 活用 によ り円滑化す る こと」[12]と して定義 され るが,
ここでのキ ーワー ドは 「パ ブ リック」 であ る。 パ ブ リ.ック ・ネ ッ トワークは,特 定 の限定 された
目的で構築 され たネ ッ トワーク とは異 な り,よ りオープ ンな環境で電子 データや情報 を交換 する
ところに特徴が ある。
ここで注意すべ きことは,eビ ジネスが イ ンターネ ッ ト上 に新 た なWebサ イ トを 開設 す るだ
けの ビジネスで はな く,ま た従来 のe-commerceを 超 えた概 念であ るとい うことで ある。eビ ジ
ネスは,ITを 中心 と した新 しいテクノロ ジーの導入 を促進 す ることの み な らず,企 業 の経 営戦
略や業務 プロセ ス,組 織 システム,そ して取 り引 きパー トナー(BtoB)や 最終消費者(Bto
C)ま で含 めた,企 業のあ らゆる側面 に影響 を及 ぼ してい くのであ る[12]。
イ ンターネ ッ トの普及 とと もに,多 くの カスタマー,サ プ ライヤーが従来の取 り引 き方法 の見
.直 しを図 ってい るが,そ の際 に各企業 はITが 生み出すパ ワーを最大限 に活用す るよ うな戦 略の
立案 を進 めてい る。eビ ジネスが登場 した当初 は,イ ンターネ ッ トを用 いたBtoC機 能 に注 目
が集 ま っていた。 すなわ ち,eビ ジネスでは顧客一人一人 に焦点 を当てた 「個 客」[12]の 考 え方
を重視 す るため,む しろBtoBよ りもBtoCが 中心 的な視点 となって いたのであ る。 しか し,
その後BtoBへ とその注 目対象が シフ トしつつ あ る。例 えば,eビ ジネ スの先進 国 アメ リカで
は,そ の取 引金額 の過 半数 がBtoBに よるもの になってい る。
このような状況 の中で,SCMに おいて も,図1の よ うにバ リュー ・チェー ンを構 成す る要素
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としてeビ ジネスを取 り込 もうとす る動 きが生 じ始 めて い る。 これ が,SCMか らe-SCMへ の
流 れであ り,ITを 活用 した 「企業 間取 引の調整やマネ ジメ ン トを通 じて最 終 消費者 の要求 に対
応 す るプロセス」[1]を 意 味す る。 これによ り,eビ ジネ スにおけるBtoCか らBtoBへ の流 れ
とは逆 に,BtoB中 心 のSCMにBtoC機能 を取 り込んで,「BtoB&C」(BusinesstoBusi-
ness&Consumer)を基本 コ ンセプ トと したe・SCMへ の変革 を図るのであ る。
e-SCMで は,ITの 活用 とそれに よる顧客(個 客)情 報 の共有化 を通 して,市 場 の動 向 を これ
まで以上 にス トレー トにサプ ライ チェー ン全体 に反 映 させて い くことによ り,CSの 実現 と業 務
プ ロセ スの効率化 へとサプ ライチ ェー ンを導 くので ある。 それ と同時 に,「 企業 に と って最 重 要
相手 は顧客 であ り,企 業 間同士の コラボ レーシ ョンは顧客(個 客)と の コラボ レー シ ョンを円滑
にす るた めのツールにす ぎない」 とい う基本的考え方 に基づ き,こ れ までのSCMとe一 ビジネ ス
のそれぞれ の領域 において分 離 して行われ てきた 「情報共有」 を一本化(情 報共有 を共 有化)す
る ことによ り,市 場 の動 向に対 して よ りア ジル に対応す るサプライチ ェー ンの構築 をめ ざ して い
る。 この よ うなSCMか らe-SCMへ の流 れは,イ ンターネ ッ トの普 及 とと もに1今 後多 くの企
業 を呑み込 んでい くもの と思 われ る。
e-SCMに つ いて論 じる際 には,リ エ ン ジニ ア リ ングの場合 と同様 に,顧 客満 足(Customer
Satisfaction;CS)が 最 も重 要な視点 となる。 これ は,顧 客 との関係,言 い換 えればBtoCを 大
切 にすべ き ことを意味 す る。 さ らに踏 み込 んだ表現 をす るな らば,顧 客 とのタイム リーかつ イ ン
タ ラクテ ィブな関係 の形成 が大切で あるとい うことにな る。e-SCMに お けるBtoCの 重要性 は,
BtoB中 心で あったSCMの 対象領域 を 「BtoB&C」 へ と広げ.ることを意 味 す る(図1)。 ま
た,顧 客 との タイ ム リーかつ イ ンタラクテ ィブな関係 の形成 は,時 間的 ・空 間的制約の克服 と双
方向の コ ミュニ ケーシ ョンが前提 となるため,必 然 的にIT,特 に情 報 ネ ッ トワ ー クの 積極 的活
用へ と結 びつ く。
SCMに おいて も,ITの 活用 とそれ による情報の共有化 は,サ プライチ ェー ン全体 の最 適性 を
追求す るための最重要テ ーマの一 つであ り,こ の 「全体」 に最終 消費者(個 客)を 含 めよ うとす
る こと,お よびeビ ジネスか ら発 生す る情報 をSCMの 情 報ネ ッ トワーク上で共有 しよ う.とす る
こ とは,き わ めて 自然 な流 れ であ る。 この ような考 え方 に基 づ け ば,今 後 のSCMの 多 くは
e-SCMへ とシフ トして い くことが予想 され,SCMを 論 じる際の 中心 的視点 は,ITの 活用 によ
りサ プライチ ェー ンの中 に顧客(個 客)を 取 り込ん だe-SCMに 向け られ ることにな るで あろ う。
4.リ エンジニア リング と代替的双対モデル
SCMに 対す る企業の注 目が集 まる少 し前 の1990年 代 中頃,SCMと 同様 に,ITの 積極 的活 用
に よる 「全体最 適」 と顧 客満足(cs)の 実現 を春本 ヲンセ プ トと し・ 組織 ・業務 プ ロセス の抜
本 的な改革 を行 う 「リエ ンジニア リング」 が大 き くクローズア ップされた。 ただ し,SCMで は
サプ ライチ ェー ン全体 の最適 性を めざすの に対.して,リ エ ンジニ ァ リングでは個 別企業 内での全
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体最適 をめ ざす点 に両者 の違 いがある。
リエ ンジニア リングは アメリカでMichelHammerら[13]が提唱 した経 営手法で あ り,「 コス
ト,品 質,サ ー ビス,ス ピー ドのよ うな重大 で現 代的なパ フォーマ ンス基準 を劇 的に改善 するた
め に,ビ ジネス ・プ ロセスを根本 的に考 え直 し,抜 本的 にそれを デザ イ ンす ること」 として定義
され る。 したが って,こ れは経営思想 の変革 に基づ く革 新的な経営行動 と して捉 えるこ とができ
る[14]。 た だ し,こ こでい うビジネス ・プ ロセ スとは取 引の発生か ら完了 といった一連 の業務 の
流れを指す。
リエ ンジニア リングで は,CSを 実現す るため,現 状 に とらわれずに白紙 の状態か らビジネス ・
プロセ スはどうあるべ きかを考え,つ くり直す ところに特徴があ る。 その点で,日 本企業 で広 く
行 われてい る改善 とは異 なるが,「 作 り直 した」後 はやは り,継 続 的な改善 が ビジネスのパ フォー
マ ンス向上 のための源泉 となる。 その際,IT,情 報 ネ ッ トワー クの整備 ・活用 を基 盤 に して,
従 来の ヒエ ラル キー型の組織 を市場 や技術 の変 化に素早 く対応 しうるネ ッ トワーク型 に変 えるこ
とによ り,CSの 実現を めざ して いる[15]。 この ようなCSの 実現 の面 において も,SCM,e-SCM
は リエ ンジニ ア リングの コ ンセプ トと一致 してい る。
リエ ンジニ ア リングにおけるキーワー ドをあげ ると,ヒ エ ラル キー型の組織か ら 「フラ ットな
組織」 へ,ト ップ ・ダウ ンか ら 「権限委譲」へ,コ ン トロールか ら 「コーデ ィネー ション」 へ,
ス タン ド・アロー ンか ら 「ネ ッ トワーク」へ,さ らに 「コンカ レン ト・エ ンジニ ア リング」,「ア
ウ トソー シ ング」 等 とな る[8]。 ここで,ア ンダ ーライ ンを引 いたキー ワー ドを み る と,リ エ ン
ジニア リングは,従 来 よ り論議 されて きた 「垂直 的な ヒエラルキー ・コン トロールと水平的なコー
デ ィネー シ ョンとの比較」 といった組織特性 の問題 に対 す る一 つの解 と考 えることもできる[16]。
その際,ク ライア ン ト/サ ーバ型 システム,グ ループ ウェア,イ ン トラネ ッ トを は じめ とした
IT,情 報ネ ッ トワークの活用が重要 な役割 を果 たす。 これに よ り,在 庫情 報 や顧客 情報 を実務
担 当者 が共 有 し,組 織の部門間の壁を うち破 る ことをめ ざしてい る。 これ らの共有化 された情報
をPC&LANに よ って入手 し,そ れを簡単 に加工で きるよ うにす ること(EUC:エ ン ド・ユ ー
ザー ・コン ピューテ ィング)で,業 務 のス ピー ドを向上 させ るのであ る。
この ように,リ エ ンジニ ア リングにおける情報 の共有 化では,メ イ ンフレームによる集 中管理
よ りも,PC&LANと グループ ウェアに代表 され る自律分散型 のダウ ンサイ ジング され た情報
処理 が中心 とな る。 これ は,ハ ー ドウ ェア ・ソ フ トウェアにかけ るコス トをな るべ く小 さ くす る
ことに も関連 してい るが,自 律分散型の フラ ッ トな組織構造 に整合 的であ ることの方が よ り重要
な視 点 とな る。
反対 に,リ エ ンジニ ア リングが クローズア ップさ れ る前の アメ リカの組織で は,MRPシ ス テ
ム に代 表 され るよ う に垂 直 的 な ヒエ ラル キ ー ・コ ン トロー ル の拘 束 力 が 強 く,堅 い組 織
(tightlycoupledsystem)[17]が一般的で あ った。 そ して,分 権 的 な人事 管理 によ る局所最 適
の追求 を,垂 直 的な ヒエ ラルキー ・コ ン トロールが防止 していた。







青木の双対原理[18]に よれば,日 本の場合はこれを防止するものが人事管理 の集権性であっ
たが,ア メ リカ企業の リエンジニアリングでは,上 記のようにITの 積極的活用による 「情報の
共有化」がこれに相当す る。すなわち,局 所的な情報で意思決定を行 うのではなく,情 報ネット
ワーク上で組織全体に共有された情報を基に意思決定を行うわけである。これに関して トー マス・
マローンは,「 従来の ヒエラルキー構造の組織は情報不足の時代に作られたものであり,情 報ネッ
トワークが整備 され組織全体に豊富な情報が行き渡れば,組 織自体 も個人を結んだネットワーク
型に変えるべきである」 としている[19]。
このように,ア メリカ企業のリエンジニアリングでは,業 務プロセスの分権性による局所最適
をITの 活用による情報の共有化が防止 しており,日 本における 「人事管理の集権性」を 「ITの
活用による情報の共有化」に置き換えた,新 たな相互補完の関係を指摘することができる。そこ
で筆者[8]は,青 木の双対原理[18]に おける 「人事管理の集権性」に,「ITの 活用による情報の
共有化」を代替的な特性 として加え(表1),こ れを 「代替的双対モデル」と呼んでいる。
上記の相互補完において人事管理の集権性 とITの 活用による情報の共有化が代替 的であ りう
ることは,リ エ ンジニアリングに対する日本とアメリカのアプロ「チの違いを生 じさせる要因と
なる。すなわち,ア メリカでは業務 プロセスの分権性による局所最適を防止す るためにIT,特
に情報ネ ットワークの活用は欠かせないが,日 本では,従 来より業務プロセスの分権性による局
所最適の追求を人事管理の集権性が防止 してきたため,ITの 活用が必須 とい うわけではない。
このことが,ア メリカに比較 して 日本のPCの 普及率やLANの 普及率が低いことの要因 とな っ
てきたものと考えられる。
しか し,日 本の組織における従業員の価値観の多様化(帰 属意識の低下や若年層を中心 とした
短期的なイ ンセンティブの要求)に よる人事管理の集権性の低下は,局 所最適を防止するための
方策を失うという点で,日 本の組織特性を崩壊へと向かわせる危険性がある。そこで,水 平的コー
表1青 木の双対原理[18]と 筆者の代替的双対モデル[8]
組 織 分 権 的 局 所 最 適 の 防 止

















リエ ン ジニ ア リ ン グ
業務プロセス面
人 事 管 理 面
情報ネットワークの活用による情報の共有化
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デ ィネ ーシ ョンにおける局所最適 を防止す るたあの新 たな方 策 と して,ITの 活用 に よ る情報 の
共 有化の必 要性が高 ま りつつ ある。
以上 のよ うに,日 本の組織特性 に して もリエ ンジニア リングに して も,水 平的 コーディネーショ
ンを基礎 とした 自律的 ・能動的な問題解決 を志 向 している ところに特 徴があ る。 したが って,管
理者 は コン トロールの強化 による問題解決 をめざす のではな く,情 報 提供,環 境整 備の両面でそ
れを 「支援」 す ることが要求 され る。 す なわち,実 務担 当者 の 自律 的な問題解 決には,指 示,命
令 や監視 によ る 「管理」 よりも 「支援」の方が適 していると考 えるのである[20]。 さらに,そ れ
を もう一 方で支援す るITも,メ イ ンフ レームに よる中央集中型の もので はな く,PC&LAN,
クライア ン ト/サ ーバ型 システム,グ ル ープウェア,イ ン トラネ ッ トのよ うなダ ウンサイ ジング
された 自律分散型 の ものが,実 務 担当者の主体的な情報処理 に適合 している。 なぜな ら,メ イ ン
フ レームをプラ ッ トフォームに した情 報 システ ムは,セ ンター ・コ ン トロールによる管理 密度 を




た 「代替的双対モデル」[8]の フレームワークをサプライチェーン全体の企業群 に拡張 した,筆
者の 「拡張代替的双対モデル」[4]について述べることにする。
個別企業を対象 としてきた筆者の代替的双対モデルは,青 木の双対原理[18]に おいて,実 行
部門 ・実務担当者への権限委譲の際の局所最:適を防止するとされる 「人事管理 の集権性」に対 し
て代替的な特性として 「ITの活用による情報の共有化」を付加 したものであった。 双対原理 に
おいて,個 別企業の人事管理の集権性は,企 業への帰属意識 ・一体感を高めるという役割を果た
す とされる。 これは,SCMに おける企業 グループへの帰属意識 一体感,さ らにはそれによる
忠誠心に相当するものと考えられる。
したがって,個 別企業を対象とした 「双対原理」,「代替的双対モデル」における 「人事管理」
の軸は,サ プライチェーン全体を対象とした 「拡張代替的双対モデル」において 「企業グループ
への一体感」の軸に置き換えて考えることができる。このような視点に基づけば,日 本の組織に
おいて業務プロセスの分権性による局所最適を防止する役割を果たしてきた人事管理の集権性は,
その次元をサプライチェーン全体 に拡張 しても,日 本の系列企業群に代表 される企業 グループに
おける一体感 として,同 様の特性を保持 していることになる。
ま.た,個 別企業のリエンジニア リングにおいて,代 替的双対モデルの 「人事管理の集権性」に
対する代替的な特性 として位置づけた 「ITの活用による情報の共有化」 の軸 について考えてみ
ると,SCMに おいても同様にITの 活用を重視 していることか ら,こ の軸はその対象をサプラ
イチェーン全体に拡張 した場合 もそのまま通用するものと考え られる。むしろ,個 別企業内の部
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門間の情報 の共 有化 よ りも,サ プ ライチ ェー ン全体 にお ける企業間の情報 の共有化 の方 が,時 間
的 ・空間 的制約 の克服 とい う点において,そ の果たす役割は大 きい。
したが って,サ プライチ ェー ン全体 を対象 と した場合,「 企業 グループへの一 体感」 と 「ITの
活用 による情報 の共有化」 が,局 所最 適の防止 とい う機能 に関 して代替的 であるこ とがわかる。
そ こで筆者[4]は,図2に 示 すよ うに,JITシ ステ ムに代表 され る 日本 の系列 企業 群 にお け る
「企業 グル ープへの一体感」 と,SCMに おける 「ITの 活用 による情報 の共 有化 」 を代 替 的な特
性 と して位置 づ けてい る。
一 方,業 務 プ ロセスに注 目す ると,JITシ ステムにおける 「かんばんによる水平 的コーデ ィネー
シ ョン」 は,個(各 企業 ・工 程)の 自律性 を前提 と した アプローチである ことがわかる。 すなわ
ち,JITシ ステムでは,供 給連鎖(サ プ ライチ ェー ン)を 構成 す る企業群 のセ ンターが詳細 の計
画 を作成 してサ プライチ ェー ン全体を コ ン トロールす るので な く,計 画機能 を各企業 や各工程 に
権 限委譲 し,各 企業 ・各工程間の水平的 コーデ ィネ ーシ ョンによ り業務が遂行 され るのであ る。
それ と同時に,JITシ ステ ムにお ける業務 プロセスの分権性 は,個 別企業内よりもサプライチェー
ンを構成 す る複 数の企業 群 にまたが って成立す る場合の方が多 いよ うに思 われる。 このよ うな視
点 に基 づ き,筆 者[4]は,双 対原理 における 日本の個別企業 の 「業務 プロセスの分権性」 が代替
的双対 モデル において保 持 され るの と同様 に,サ プライチ ェー ン全体 において も保持 され る(た
個 別・ 企 業
対 象 特 性 フ レ ー ム ワ ー ク
人事管理の分権性にともなう局所最適
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だ し,JITシ ステムの範囲は,製 造工程 に限定 され,卸,小 売 や物流業者 をその対 象 には して い
ない点 に,そ れ らを含 めたサ プライチ ェーン全体を対象 とす るSCMと の違 いが ある)と して い
る。 さ らに,SCMに おいて も 「個の 自律性」を重視 して いることをふ まえて,サ プライ チ ェー
ン全体を対象 と した 「拡張代替的双対 モデル」 では,双 対原理,代 替 的双対 モデル におけ る 「業
務 プロセスの分権性」を その まま採用す る ことが可能 であ るとしてい る。 すなわ ち,代 替 的双対
モデル にお いて,そ れ らの 「代替性」 に注 目した典型 的な2つ の例(JITシ ステム に代表 され る
日本の組織 特性 と リエ ンジニ ア リングのめざす組織特性)に 共通 した 「分 権的な業務 プロセス」
は,サ プライチ ェー ン全体 に次元 を拡 張 して も,JITシ ステ ムとSCMと い う2つ の典型 的 な例
に よって保 持 され るのであ る。
以上の ような考え方 に基づ き,筆 者[4]は,個 別企業 を対象 と した代替 的双対 モデル に おけ る
日本 の組織特性 と リエ ンジニ ア リングのめ ざす組織特性 との関係 を,サ プ ライチ ェーンにおける
日本のJITシ ステムとSCMと の関係 に拡張 したフ レーム ワー ク(図2)を 提示 して い る。 これ
が,「 拡張代替的双対 モデル」 である。
この拡 張代替 的双対モデル は,リ エ ンジニ ア リングとSCMの 関係 につ いて,我 々に次 の よ う
ない くつか の示 唆を与 え るもの とな る[4]。
第1に,両 者 はと もに業務 プ ロセスに関 して分権 的で あるという点 にお いて共通 してい ること
が わか る。 これは,前 述 のよ うに,個 の 自律性 の尊 重 によるものであ り,リ エ ンジニア リングに
お いて は部門 あるいは個人 の 自律性,SCMに おいては企業,部 門,個 人 の 自律 性 を意味 す る。
その ため,企 業,部 門,個 人 の主体 的 ・能動 的な問題解 決が要求 され る。
第2に,上 記 の 「と もに分権的 な業務 プ ロセス」 は,そ れ による局所最 適の追求 を防止 するた
め の方策 を必要 とす るが,そ れが 「IT,特 に情報 ネ ッ トワー クの活 用 に よる情報 の共 有 化」 で
あ る点で両者が一致 して いることがわかる。す なわち,SCMは,個 別企業 か らサ プ ライ チ ェー
ン全体への次元の拡張の際 に,局 所最適 を防止す るための方策 とい う点において,リ エ ンジニ ア
リングの方法論を基本的 にその まま受 け継 いで いる ことにな る。
第3に,SCMと リエ ンジニア リングにお ける,上 記 の局所最適 を防止 するための 「IT,特 に
情報 ネ ッ トワー クの能動的活用 による情報 の共有化」 に,「 分権的な業務 プロセ ス」 を加 味 す る
と,そ れが筆者 らのOJC[8]～[10]の 考え方 と基本的 に一致す る。す なわち,OJCに おいて,組
織 のセ ンターか ら実行部門や実務担当者 に意思決定機能 を権 限委譲す るこ とは,上 記の 「分権的
な業務 プ ロセス」 に相当 し,「 自働化」 された メンバーがPC&LANを 活用 して能 動的 に情報
を処理 し,そ の情報 を関係者 ・関係部門で共有す ることは,上 記 の 「ITを 活 用 した情報 の共有




リエ ンジニア リング以来,CSは 企業活動 を展開 してい く上 での一 つの重要なキーワー ドとなっ
た感が ある。 これに関 して安 藤[2]は,「 潜在 的な組織参加者」 の概 念か らのア プ ロー チを試 み
てい る。安藤 に よれば,企 業 にとってCSと 従業員満足,そ れぞれを実現す るためのア プ ローチ
は非 常 に似通 っている とされ る。 企業 の 「外」 と 「内」 とい う違 いこそあれ,企 業 が従業員 に満
足 を与え ることによって離職率 や欠勤率の改善が進 むの と同様 に,顧 客 に対 して満足 を与 えれば
顧客 はそ の企業 の製品 やサー ビスを購入す るというかた ちで組織 に参加 しつづ ける ことにな るた
め,組 織参加 とい う観点 か らみれば両者 は同 じ発想 に基づ く概念 なのであ る。 このよ うな安 藤の
視点 は,「 潜在 的組織参加者」 の概念のみな らず,企 業 と顧客 との双方 向性 やCS重 視 の点 で,
e-SCMに 通 じる もので ある。
さらに安藤[2]は,「CSの 向上 は企業 に次 のような好循環 をもた らす」 と している。 まず,CS
が高けれ ば,そ の製 品やサー ビスを継続 して購入 しようとす る顧客,い わゆ る 「リピー ター」が
誕 生 し,そ の リピーターか ら評判の高 さを聞きつ けてこれに追従 す る新 たな顧 客がで きるので あ
る。 そ の結果,当 該企業 の市 場での優位性 が増すた め,企 業 はさ らに勢 いづき,品 質改善や新製
品開発 に向けたい っそ うの工 夫 ・努力 を行 う余力が生 じるこ とにな る。 そ して,こ の ような市場
で の優 位性を背景 に した新 たな努力 が,ま す ます高 いCSを もた らす とい う図式 が成立 する。 筆
者[21]は これ を図3の ような フ レーム ワーク として表現 してい る。
一方,椙 山[3]は 「ユ ーザ ー ・イノベ ー シ ョン」 に焦点 を当て,形 式的 には組織の外部 の顧 客
で あるはずのユ ーザーが,実 際 にはメーカー側 の複雑 なイ ノベー シ ョンの組織的 プロセ スに参加
し,組 織 の決定 に大 き く関与 しているよ うにみえる ことを指摘 して い る。 そ して,Hippel[22]
の調査 を例 と してあげ,ガ ス ・ク ロマ トグラフ,核 磁気共 鳴分光 器 といった科学機器 の場合,実
にイ ノベ 一夕ーの77%が ユーザ ー(リ ー ド・ユーザ ー[3])で あ り,エ レク トロニ クス製 品の製
造装置 の ような,よ り一般的 な生産財 で もイ ノベー ションの67%が ユ ーザーによる もので,ユ ー
ザ ー ・イ ノベ ー ションが一般 に考 え られて いるよりもず っと多い ことを指摘 している。 この こと





CSの 向上 リピーターの誕生→ 新たな顧客を獲得一〉競争力の向上
魅力ある新製品・品質向上← いっそうの工夫 ・努力← 一業績の向上
図3CSの 好循環[21]
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る。
このように,顧 客 を 「潜在 的な組織 参加者」[2]と 考え,サ プライ チ ェー ンの 内部 に位 置 づ け
る視点は,CSの 実現が求 め られ ている現在 の企業 に とって,.と て も重要 なこ とで あ るよ うに思
われ る。 したが って,従 来 のSCMに おける企業 間同士 の コラボ レー シ ョンは,顧 客(個 客)と
の コラボ レー シ ョンを円滑 にす るためのツールにすぎないと考 え ることがで きるのであ る。
7.e-SCMに お ける顧 客満 足(CS)
前節 で述 べた 「潜在 的組織参加者」の概念 は,こ れ まで顧客 は組織 の外部者 であ ると考 えてき
た多 くの企業 に対 して,発 想の転換を要求す る もので ある。 それと同時に,こ の発想の転 換は企
業 に対 して下記 のよ うな示唆を与え るもの とな る。
① 「潜在的」で あるに しろ組織参加者 である以上,顧 客 との双方 向の コ ミュニ ケ ー シ ョン,
コラボ レー ションが大 切であ る
② しか しなが ら,空 間的には組織の 「外」 に位置す るため,顧 客 との コ ミュニケー シ ョン,
コラボ レー ションには,イ ンターネ ッ トを中心 と したITの 活用 が要 求 され る
③ 顧客 とのコ ミュニケー シ ョンか ら得 られ る情報 は,CSの 実現 をめざ して積 極 的 に活用 す
べ きである
④ そのためには,組 織全体 で この情報 を共 有化 し,顧 客のニ ーズに対 してア ジルに対 応 して
い く必要が ある
⑤ 以上 によ り,で きる限 り多 くの顧客 を リピー ター化 し,「 潜在 的」以 上 の組 織参加 者 と し
て,組 織の内部 に取 り込 む ことが求 め られ る
これ らは,e-SCMの マネ ジメ ン ト・コ ンセ プ トと共通 す る もの で あ る。 す な わ ち,上 記 の
「組織」 を 「サ プライチ ェー ン」 に置 き換えれ ば,e-SCMに お いて も通用 す るのであ る。 その意
味か ら,上 記 の5点 は,企 業 に対 してe-SCMへ のアプ ローチの必要性を認識 させ る役割 を果 た
しうる もので あると考 え られ る。 そ こで筆者[21]は,こ のよ うな考 え方 に基 づ き,図4に 示す
「e-SCMに お けるCSフ レーム ワー ク」 を提案 してい る。
この フ レームワークによ り,第1にe-SCMの 対象領域 がサプ ライ チェーン と顧 客 の両 方 を含
んで いること,第2にCSお よびそれによる図3と 同様 の好 循環 が 期待 され る こと,第3にIT
の活用がe-SCMの 中心 に位置す るこ とがわか る。 そ こで筆者[21]は,SCMに お.いて も 「CS」
と 「情報の共有化」 は重要 な課題 であ ったが,e-SCMで はさ らにそれ を徹 底 させ る必要 があ る
ことを指摘 して いる。逆 の言 い方 をすれば,SCMに お ける 「CS」 と 「情報 の共有化」 の みで は
不十分 であ り,e-SCMへ の転換,あ るいは拡 張が求め られ るとい うこ とになる。
さ らに,CSの みな らず前述のユ ーザ ー ・イ ノベ ー シ ョンの 面 にお いて も,e-SCMに おけ る
「サ プライチェー ンの 内部 への顧客 の取 り込 み」 とそのための 「ITの 活用」 は,重 要 な役 割 を果














図9e-SCMに お け るCSフ レー ム ワ ー ク[21]
ない ものであ り,e-SCMに おいて要求 され る,顧 客 とのイ ンタラクテ ィブな コ ミュニ ケー シ ョ
ンの重要性,そ して コラボ レーシ ョンの重要性が,こ の面で も表 れているのであ る。
以上 の議論 によ り,e-SCMの 果 たすべ き役割は,顧 客 との コラボ レー シ ョンが サプライチ ェー
ン全 体 に反 映 され るよ うに,SCMとeビ ジネスのそれぞれにおいて行われて きた,ITの 積極 的
活用 に よる情報共 有を一 本化(情 報共有 を共有化)し,顧 客(市 場)の 動 向に対 して よりア ジル
に対 応す るサプ ライチ ェーンを実現す るこ とにある といえよ う。
8.「e-SCMに お け る顧 客 活性 化 フ レーム ワー ク」 の 提案
企業 にお いて,e-SCMの マネ ジメ ン ト・コンセ プ トに基 づ く,サ プ ライチ ェー ン内部 へ の顧
客 の取 り込 みは,サ プ ライチ ェー ンを構成 す る企業群 と顧客(市 場)と のイ ンタラクティブな コ
ミュニ ケー シ ョンを強 化す る。 また,そ の過程 にお いて,両 者 の間の情報 共有を進展 させ る。 そ
の際に,イ ンターネ ッ トを中心 と したITの 活用が重要 な役割 を果 たす ことは前述の通 りで ある。
これ らの ことは,顧 客,消 費者 を 「潜在 的組織参加者」 として位置づ ける考え方 を意味す る も
ので ある。 この ように,潜 在 的であ るに しろ,顧 客 を組織 内部者 と して認 識す ることによ り,組
織論の領域 にお ける理 論,フ レーム ワー クが この問 題に対 して示唆を与え る ものとな りうるので
あ る。 ここで は,Barnard組 織論[23]の 枠 組みの中で組織 活性 化を論 じた高橋 の1-Ichart[24]
に基づ き,「 顧 客活性化」 の問題を論 じるこ とにす る。
日本人 は 「活性化」 という言葉 を好 んで使 う傾 向があ り,こ のテ 」マに関す るセ ミナーが いた
るところで開か れてい る[25]。 しか し,い ざ 「組織 活性 化 とは何か?」 とい うとそれはあいまい
な概念 であ り,組 織開発 の分野 で 日本 にあ る考え方 や技 法な どをすべて包括 している といわれる
[26]。 これ に対 して,高 橋[27]はBarnardの 組織 成立の必要十分条件[23]を 満たす ような組織
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にす ることを組織活性化 と考 え,組 織 の活性化 された状態(activatedstate)を,組 織のメ ンバー
が,
1)相 互 に意思 を伝達 し合 いなが ら
2)組 織 と共有 して いる目的 ・価値 を
3)能 動 的に実現 して いこ うとす る
状態 と して定義 している。
これに従 えば,Barnard組 織論 の枠組みの中で組織活性化 を議 論す る ことがで き,背 景 とな
る理論 に関 してか な りす っき り した もの とな る。 さらに,高 橋[27]は2)と3)の 条 件 に注 目 し
て,2)の 組織 と 目的 ・価値を共有 して いる程度 を表す ものと して一体 化度指数 を,3)の 能動 的
に思考 してい る程度を表す もの と して無関心度指数 を設定 してい る。 そ して これ らを2軸 に取 り,
図5に 示す1-Ichart(ldentification-lndifferencechart)上で,組 織 を構 成 す る メ ンバ ーの
特性を表 して いる。
図5に おいて,活 性化 された組織 は無 関心度指数が低 く一体化度指数 が高い,タ イプ3の メ ン
バ ーが多 い組織 であ り,タ イプ1は 組織 の命令に忠実だが あま り自分 か ら能動 的に行動 しようと
しな い。 また,タ イプ2は 目的 ・価 値の点では組織 と一線 を画 しているが行動 の点で は命令に従
う公務員 タイプである。 さらに,タ イ プ4は 組織 的な行動 を期待 できないタイプであ り,日 本に
おけ る実際の企業 には少 ない[27〕。
一方,無 関心度指数 が低 いタイプは,自 ら問題 を見つ け解決 しよ うとす るため,ネ ッ トワー ク
組織(あ るいはマ トリックス組織)が 可 能であ り,こ れが高 いタイプは上 か らいわれ たことしか
や らない ため,ヒ エラルキー ・コン トロールの組織 しか とることが できない。 また,一 体 化度指
数が高い タイプは計画機能 を権 限委譲 す ることが可能であ り,低 いタイプは局所最 適 に陥 り易い
ため,こ れを行 うことが困難 であ る。
前節 で述べ た 「e-SCMに おけるCSフ レームワーク」は,企 業→顧 客(市 場)の 商品 ・サー









無 関 心 度 指 数
図5高 橋 の1-Ichart
出 典:・高 橋 伸 夫:組 織 の 中 の決 定 理 論,朝 倉 書 店,p.112(1993)
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のよ うに シフ トさせ る必要が ある ことを示唆す るものであ った。
① サプ ライ チ ェー ンを構成す る企業群 と顧客との双方 向の(イ ンタラクテ ィブな)コ ミュニ
ケー シ ョンを通 じて両者 の間の コラボ レーションを強化 し,顧 客の能動性(こ れを筆者[28]
は 「自働化」 と呼ん でいる)を 向上 させ る。
② これ まで,SCMとeビ ジネスのそれぞれの領域 に分 かれて行 われて きた 「情 報共 有」 を
一 本化(情 報共有 を共有化)す ることによ り,両 者 の間で 目的 ・価値 を共有す る。
③ これ らによ り,顧 客(市 場)の 動向 に対 して,よ りア ジル に対応す るサプライチ ェー ンを
実現 す る。
ここで① と② に注目す ると,図5に お いて,① は組織 の メ ンバ ー(潜 在的組織参加者〉 として
の顧 客の能動性(自 働化)を 表す ことか ら 「低い無関心度指数」を意味 し,ま た②はサプライチェー
ンを構 成す る企業群 と顧客 との間での 目的 ・価値の共有を表す ことか ら 「高 い一体化度 指数」 を
意味 す るもの と考 え ら'れる。 この ように,無 関心度 指数 が低 く,一 体化度指数 が高 い メンバーは
活性 化 され たメ ンバーに相 当す るため,① と② を実 現 させ ることが 「顧客活性化」 を もた らす と
い う視 点を提示 す るこ とがで きる。
そ こで,本 研究 では図6に 示す よ うな 「e-SCMに おける顧客 活性 化 フ レーム ワー ク」 を提 案
す る。 図6の 提案 フレーム ワー クは,サ プライチェーンを構成 す る企 業群 に対 して,e-SCMの
果たすべ き役割 を示唆す るもの とな る。 それを最 も単純 に表現す るな らば 「顧 客活性化」であ り,
その方 向に導 くための 「CS」 で ある。 また,そ の ため にはサプライチ ェー ンを 構成 す る企 業 群
と顧 客 との間の双方向の(イ ンタラクテ ィブな)コ ミュニ ケー ションが大切であり,イ ンターネ ッ
トを中心 と したITが それ を強力 に支援[29]す るとい うことであ る。 さ らに,こ のよ うな プ ロセ
スの中 で,著 し く活性 化 した顧客,す なわち著 しく,無 関心度指数 が低 く一体 化度 指数が高 い顧
客がユ ーザー ・イノベ シ ョンを起 こす可能性 を秘め ている とい うことであ る。
これ によ り,こ れまで個別 に研 究が進め られてきた,e-SCM[1],潜 在的組織参加者[2],ユ ー
ザ ー ・イ ノベ シ ョン[3],CS[13],組 織 活性化[27]の 問題 を,一 つ の枠 組 み の 中で議論 す るこ
e-SCM
ITの 積 極 的 活 用
↓








図6本 研 究 の 「e-SCMに お ける 顧 客 活 性 化 フ レー ム ワ ー ク」
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とが可能 となるものと思 われ る。 それと同時に,e-SCM研 究 に対 して新 たな ア プ ローチの方 向
性 を示 唆す るもの とな る可能性を秘めて いる。
9.お わ り に
本研究 では,BtoB(BusinesstoBusiness)からBtoB&C(BusinesstoBusiness&Con-
sumer)へ の流れ の中で 「e-SCM」[1]を 捉 え,安 藤[2],椙 山[3],Hippel[22],高 橋[27],筆
者[4],[16]に よる一連 の研究 を基礎 にe-SCMの 果 たすべ き役 割につ いて 検討 した。 これ によ
り,e-SCMで は,ITの 活用 とそれによ る顧 客(個 客)情 報の共有化を通 して,市 場 の動 向を こ
れ まで以上 にス トレー トにサプライチ ェー ン全体 に反映 させて い く役割 を果 たすべ きであ るとい
う視点 を提示 した。 またe-SCMで は,eビ ジネスにおけるイ ンターネ ッ トを 中心 と したITの 活
用 による,顧 客(個 客)と のイ ンタラ クテ ィブな関係 の形成 を基盤 と して サプライチ ェー ンの中
に顧客 を取 り込 む ことによ り,BtoBの みな らずBtoCを 加え たBtoB&Cに対 象領 域 を拡
張 し,CSと サプ ライ チェー ン全体 の効率化 の同時達成 をめ ざす ものであ ることを指摘 した。
さ らに,顧 客 を潜在的組織参加者 として位置 づけた上 で,CSの 考え方を基礎 に した 「e-SCM
におけ る顧 客活性化 フ レームワーク」 を新 たに提案 した。 これによ り,こ れ まで個別 に研究が進
め られて きた,e-SCM[1],潜 在的組織参加者[2],ユ ーザー ・イノベ シ ョン[3],CS[13],組 織
活性 化[27]の 問題 を,一 つ の枠組 みの中で議論 す ることを可能 にす ると同時 に,e-SCMに おい
て,サ プ ライチ ェー ンを構成す る企業群 と顧客 との間の双方 向の(イ ンタ ラクテ ィブな)コ ミュ
ニケー シ ョンが求 め られ ること,お よびイ ンターネ ッ トを中心 としたITが それ を強 力 に支援 す
る ことを指 摘 した。
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